
事務 ト

○

予算 決算 当初予算 決算

管

当初予算 決算 計画 決算

理

事業費 3,682 3,

経

724 6,729 5,

費

909 3,423 3,

[

372 2,634 0 2

長

,634 0

伸び率（％

期

） △12.2% △11

総

% 82.8% 58.7

合

% △49.1% △42

計

.9% △23% △10

画

0% 0% 0%

人件費
正

]

規職員 28,156 3

そ

0,230 30,13

の

0 28,532 29,

他

639 29,317 2

分

8,431 0 28,4

野
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正規職員以外 4

別

,767 4,336 4

目

,535 5,152 4

標

,379 4,518 4

４

,198 0 4,198

誰

0

小計 32,923 3

も

4,566 34,66

が

5 33,684 34,

安

018 33,835 3

心

2,629 0 32,6

し

29 0

国庫支出金 0 0

て

0 0 0 0 0 0 0 0

県支

住

出金 2,040 2,0

み

63 4,083 3,5

続

37 1,873 1,8

け

17 1,768 0 1,

ら

768 0

市　　債 0 0

れ

0 0 0 0 0 0 0 0

そ 

る

の 他 0 0 0 0 0 0 0

持

0 0 0

一般財源（税等

続

） 1,642 1,66

可

1 2,646 2,37

能

2 1,550 1,55

な

5 866 0 866 0

所

ま

要人数 正規職員 3.5

ち

3 3.79 3.77 3

事

.57 3.68 3.6

業

4 3.53 0.00 3

区

.53 0.00

（人）

分

正規職員以外 2.10

(

1.91 1.91 2.

2

17 1.96 2.05

)

1.84 0.00 1.

自

84 0.00

主な予算

治

内訳
報酬　4,529

事

千円　需用費　2,0

務

89千円　委託料　6

○

90千円

法定受

３　目標及び実績
指

託

標名 単位 平成29年度

事

平成30年度 平成31

務

年度 令和02年度 令和

そ

03年度

活
動
指
標

うつ

の

病夜間相談開催回数
回

他

目標値 12 12 12 1

政

2 12

実績値 12 12

　

12

達成度(%) 10

策

0% 100% 100%

７

% %

職員出前講座や専

健

門研修等の研修会実施

康

回数
回

目標値 9 9 9 9

で

9

実績値 16 18 21

元

達成度(%) 177.

気

78% 200% 233

に

.３% % %

成
果
指
標

う

暮

つ病夜間相談件数
人

目

ら

標値 36 36 36 24

せ

24

実績値 20 22 2

る

2

達成度(%) 55.

環

6% 61.1% 61.

境

1% % %

職員出前講座

づ

や専門研修等の研修会

く

参加人数
人

目標値 27

り

0 270 270 270

会

270

実績値 394 5

計

98 582

達成度(%

一

) 145.9% 221

般

.4% 215.5% %

会

%

計

款 衛生費

施　策 ４
保健医

事

療対策の推進 会計・ 項 保健衛生費

予算区分 目 保健所費

取組方針 ４
精神保健対策の充実 大事業 保健所事業

中事業 地域自殺対策強化事業

事業種別 継続 関連個別計画 いのち支える自殺対策計画、地域保健医療計画

事業年度 無し ～ 無

業

し 担当課・担当課長・Tel 保健対策課 豊田　忠彦 488-5104

事業実施の根拠法令 自殺対策基本法　自殺総合対策大綱 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための

チ

事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

自殺対策を総合的に促進することにより、誰も自殺に追い込まれるこ 自殺対策について、生きることの包括的な支援として取組む。和歌山市いのち支える自殺対策計画に基づ

とのない社会の実

ェ

現を目指す。 き、自殺の実態やメンタルヘルスに関する普及啓発活動を実施し、各種相談対応を行う。さらに、相談窓

口の周知やゲートキーパー等の人材育成を行い、誰も自殺に追い込まれることのな

事

い、いのち支える和歌

ッ

務

山市の実現を目指す。

事

事
業
内
容

平成29年度

業

平成30年度 平成31

N

年度 令和02年度 令和

o

03年度

うつ病夜間相

事

談事業、人材養 うつ病

業

夜間相談事業、人材養

名

うつ病夜間相談事業、

[

人材養 うつ病夜間相談

事

事業、人材養 うつ病夜

ク

業

間相談事業、人材養

成

基

事業、普及啓発事業、

本

若年 成事業、普及啓発

情

事業、若年 成事業、普

報

及啓発事業、若年 成事

]

業、普及啓発事業、若

4

年 成事業、普及啓発事

0

業、若年

層対策事業に

2

ついて実施した 層対策

地

事業、そして自殺対策

シ

域

層対策事業、自殺対策

自

計画策 層対策事業、自

殺

殺対策計画策 層対策事

対

業、自殺対策計画策

。

策

にかかる推進協議会を

強

設置し 定事業等を実施

化

した。 定事業等、自殺

事

未遂者支援事 定事業等

業

、自殺未遂者支援事

、

事

自殺対策計画策定事業

ー

業

等を 業 業

実施した。

区分(1

２　事

)

業コスト

事業費等（千

事

円）
平成29年度 平成

業

30年度 平成31年度

経

令和02年度 令和03

費

年度

当初予算 決算 当初



性

相談を基本とし、相談

]

ニーズが増加する

場合

事

は精神科医と事前に相

業

談枠について調整する

手

こととした。

　令和２

段

年度から自殺未遂者支

は

援事業を本格的に実施

妥

し、対象者に対し「生

当

きる支援」を確実に実

か

施し、関係機関とのネ

現

ッ

トワークの構築を図

行

り、自殺死亡率の減少

の

に向けて取り組むこと

手

とした。

　

段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき ○ 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

　和歌山市では年間７０人前後の方々が自殺で亡くなられているため、開庁時間における相談対応はもとより、精神科医師

によるうつ病に関する夜間相談の実施

４

、自殺防止に関する啓

　

発活動等のさらなる取

事

り組みが必要である。

業

また和歌山市いの

ち支

の

える自殺対策推進協議

評

会やＧ-Ｐネット等の

価

地域におけるネットワ

評

ークを強化し推進させ

価

ていかなければならな

基

い。

担当課評価の根拠

準

　平成２８年に自殺対

[

策基本法が改正され、

妥

生きることの包括的支

当

援や、関連施策との有

性

機的な連携を図り、地

]

域レベルの

実践的な取

事

組みを中心とする自殺

業

対策の転換を進めるた

の

め、市町村において自

ニ

殺対策計画の策定が義

ー

務付けられ、本市にお

ズ

いても平成31年3月

は

に計画を策定したとこ

あ

ろであり、今後も取組

る

みを強化する必要があ

か

る。

　平成３０年度策

○

定の「和歌山市いのち

増

支える自殺対策計画」

加

をもとに、それぞれの

し

施策を推進するよう進

て

行管理を行い全

庁的に

い

取り組む必要がある。

る

　ゲートキーパーの更

横

なる養成について、研

ば

修の周知方法の検討を

い

行い新たなチラシを作

減

製した。今後は、ゲー

少

トキーパー

養成につい

し

て、出前講座以外に方

て

法がないか検討を行っ

い

ている。

見直し・改善

る

内容 　うつ病夜間相談

[

の活動指標について、

妥

市民のニーズに合致さ

当

せ、1件1時間程度の


